
CFOの北村です。

それでは、2025年3月期第1四半期の決算についてご説明いたします。2ページをご覧ください。
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全社の収益は4,544億円、前期比2%の増収、税前利益は1,029億円、前期比12%の増益、当期純利益は689億円、前
期比21%の増益となりました。右上にありますように、5四半期連続で増益モメンタムが続いています。

EPSは22円36銭、年換算したROEは8.1%です。
今年5月のインベスター・デーで打ち出した、2030年に向けた定量目標「ROE 8～10%+」の安定的な達成に向けて、ま
ずは順調なスタートを切ることができました。

右下にありますように、3セグメントの税前利益は866億円、前期比12%の増益となっています。

ウェルス・マネジメント部門やインベストメント・マネジメント部門では、資金流入を伴って残高が継続的に積み上がってお
り、安定収益であるストック収入や事業収益は過去最高となりました。インベスター・デーで掲げた「安定型ビジネス」の拡
大が、着実に進んでいます。

ホールセール部門は、前期比で若干の増益に留まっていますが、証券化商品やクレジットと言ったスプレッド・プロダクト
が好調、エクイティも堅調で、収益の多様化が進んでいます。

それでは、各ビジネスの状況についてご説明します。

まずウェルス・マネジメント部門です、5ページをご覧ください。
ここから申し上げるパーセンテージは、すべて前四半期との比較になります。
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ウェルス・マネジメント部門の収益は1,140億円、5%の増収、税前利益は423億円、9%の増益となり、この利益水準は
2015年4-6月期以来、9年ぶりの高さです。

昨年の春に大規模な体制変更を行い、領域別アプローチをさらに深化させた結果、お客様のマインドが「貯蓄から投資」
に大きくシフトするなかで、しっかりと実績を残すことが出来ました。日経平均株価が一本調子で上昇した前期と比較して、
今期はボックス圏で推移しましたが、お客様のニーズに寄り添ったサービス提供を行うことで、各領域が、好調だった前
期を上回る収益を達成できています。

資産管理によるストック型ビジネスへの取り組みが進展し、ストック収入は458億円と、過去最高を更新しました。収益を
伸ばす一方で、非人件費を中心に部門費用を抑制した結果、ストック収入費用カバー率は64%に上昇しています。
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プロダクト別の募集買付状況について、6ページでご説明します。

総募集買付は6.8兆円と、9%増加しました。
株式は4.8兆円と強く出ていますが、ここには1兆円規模のTOB案件が含まれており、この影響を除くとセカンダリー株式
の買付は減少しています。

一方で、投資信託が27%増、投資一任契約は60%増、保険販売は38%増と、パートナーの提案やアドバイスで取引が起
きやすい商品・サービスで、買付額が大きく伸びています。
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7ページのKPIも、すべて順調です。

左上にありますようにストック資産純増は3,879億円と 、年間の目標である8,000億円に向けて、好調な滑り出しとなりま
した。右側のストック資産は24.3兆円と 、過去最高を更新しています。

また、右下のワークプレイスサービス提供数は373万件と、3月末から約10万件増えました。人的資本経営が意識される
なか、各企業の目的や対象を踏まえた制度設計やご提案、従業員向け説明会のサポートなど、インベストメント・バンキ
ングとの連携も含めた、一貫性のある取り組みが功を奏しています。
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続いて、インベストメント・マネジメント部門です。8ページにお進みください。

収益は477億円、9%の増収、税前利益は232億円、31%の増益となりました。

左下にありますように、安定収益である事業収益は391億円と、部門設立以降で最高の四半期収益となっています。今
期もアセットマネジメント・ビジネスが好調で、資金純流入を伴って運用資産残高が過去最高を更新し、運用報酬が順調
に増加しています。

投資損益は86億円、54%の増収。主に、プライベート・エクイティ投資を行っている野村キャピタル・パートナーズからの
貢献が増加しました。

それでは、事業収益の元となっているアセットマネジメント・ビジネスの状況について9ページでご説明します。
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左上にありますように、6月末の運用資産残高は92.5兆円と、6四半期連続で過去最高を更新し、2025年3月末のKPI目
標89兆円を、上回って推移しています。

左下にありますように、今期の資金純流入は約9,500億円、うち、投資信託ビジネスは約7,000億円の流入、投資顧問・
海外ビジネスでは約2,600億円の流入となっています。

投資信託ビジネスでは、特に投信が約4,100億円の純流入となっており、野村證券はもちろんのこと、地域金融機関や他
の証券会社など、幅広い販売チャネルで、バランス型やグローバル株、プライベート・アセットに資金が流入しました。DC

専用ファンドも積み上がっており、純資産残高は3兆円を突破しました。

投資顧問・海外ビジネスでは、特に海外の貢献が大きく、米国ハイ・イールド債やグローバル株に資金が流入しています。

右下にありますように、プライベート・アセットへの取り組みも順調で、オルタナティブ運用資産残高は初めて2兆円を超え
ました。3月末から2,700億円程度、増加していますが、この半分近くが資金純流入です。
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次にホールセール部門です。10ページをご覧ください。

ホールセール部門の収益は2,448億円、4%の減収。左下にありますように、グローバル・マーケッツは2%の増収でした
が、インベストメント・バンキングは好調だった前期と比較して、25%の減収となりました。

部門費用も、4%減少しています。取引量に連動した支払手数料や、人員配置の見直しに伴って退職関連費用が増加す
る一方、前期に計上した貸倒引当金約140億円や期末要因が剥落しました。
その結果、税前利益は211億円、3%の増益となりました。

では、ビジネスラインごとに、説明します。11ページをご覧ください。
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まず、グローバル・マーケッツ収益は2,077億円、2%の増収となりました。

フィクスト・インカムは1,256億円、3%の増収。商品別では、マクロ・プロダクトが前期比ほぼ横ばい、米国の利下げに対

する見通しが揺れ動くなかで、市場参加者の様子見姿勢が続きました。一方でスプレッド・プロダクトは、新規組成やセカ
ンダリー取引が増加した米州・証券化商品が大幅増収、クレジットは、高利回り債へのニーズを背景に、日本が好調でし
た。

エクイティ収益は820億円、前期並みの水準を維持しています。
エクイティ・プロダクトは米州・欧州が増収でしたが、日本・アジアは好調だった前期から減速しました。一方で、エグゼ
キューションは日本が4四半期連続で高収益を達成、また米州・欧州も増収となりました。



続いてインベストメント・バンキングです。12ページをご覧ください。

収益は372億円と、強かった前期からは25%の減収となっています。
日本は引き続き、堅調で、特にアドバイザリー収益は比較可能な2017年3月期以降で最高の四半期収益となっています。
一方で海外は、執行案件の端境期となり、好調だった前期比で減収となりました。

プロダクトで見ると、アドバイザリーはM&A完了案件が貢献した日本が増収で、引き続き、非公開化や事業再編、クロス
ボーダー案件など、多様化する顧客ニーズに、丁寧に対応しています。海外は、好調だった前期比で減収となりましたが、
お客様との対話は引き続き活発で、年後半に収益につながってくると期待しています。

ファイナンスやソリューションは、案件が出にくいという季節要因もあり、日本が減収、ALFも強かった前期比で減収となり
ました。
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次にコストについてご説明します。13ページをご覧ください。

全社コストは3,515億円と、ほぼ横ばいです。

人件費は1,845億円、4%の増加。円安進行が主な増加要因で、それ以外に、固定給や退職関連費用の増加も影響して
います。

一方で、その他費用は434億円と、25%減少しました。主に、前四半期の貸倒引当金約140億円が剥落した影響です。
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最後に、財務基盤です。14ページをご覧ください。

左下のテーブルにあるTier 1資本は約3.5兆円と、3月末から700億円ほど増加、またリスク・アセットも 20兆円と、1.3兆
円ほど増加した結果、6月末のTier 1比率は17.4%、普通株式等Tier 1比率は15.6%となりました。
右下のウォーターフォールでリスク・アセットの変動要因をご覧いただけますが、クレジット・リ スクは主に円安の影響で約
0.4兆円の増加、マーケット・リ スクも円安の影響に加えて、ファイナンシング関連などのビジネス拡大で約0.9兆円の増加
となりました。

以上、第1四半期決算についてご説明申し上げました。
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最後になりますが、今期は、5四半期連続で増益モメンタムをお示しすることができ、2030年の定量目標である「ROE 8

～10%+の安定的な達成」に向けて、まずは順調な滑り出しとなりました。

日本では、「貯蓄から投資への機運」が高まり、包括的な資産運用サービスに対するニーズは今まで以上に増えていると
感じます。ウェルス・マネジメント部門では昨年春の組織改正や、お客様の属性に合わせたアプローチがさまざまな成果
につながり、インベストメント・マネジメント部門も、販売チャネルの多様化と継続的な資金純流入を背景に、運用ビジネス
が着実に成長しています。

ホールセール部門の業績は、まだ回復途上ですが、前年と比較すると全てのビジネスラインが増収となっており、インベ
スター・デーで掲げた収益の多様化・安定化は進んでいると言えます。

7月に入って日経平均株価は史上最高値をつけたのち、円高への警戒感や米国のテクノロジー株の下落を受けて、足元
では大きく調整していますが、ウェルス・マネジメント部門では、お客様との対話が引き続き活発で、富裕層顧客の新規
口座開設も続いています。売出などのプライマリー案件も貢献し、7月の部門収益は好調だった第1四半期をさらに上回
る水準となっています。

ホールセール部門でも、グローバル・マーケッツはマクロ・プロダクトやクレジット、エグゼキューションが好調で、インベス
トメント・バンキングも、日本企業による大型売出案件や持ち合い解消の動き、海外ではアドバイザリーやサステナビリ
ティ関連案件など、幅広い案件をサポートできています。その結果、ホールセール部門の7月足元は、第1四半期の収益
をかなり上回って推移しています。

例年、この時期は市場参加者が減少する、いわゆる夏枯れが起きやすい季節ですが、今年は秋の米国大統領選挙や各

国の金融政策を巡って、ボラティリティも出てくると思います。適切なリスクテイクやコスト・コントロールを意識しながら、ビ
ジネス機会の収益化を進めていきますので、引き続き、ご支援のほど、宜しくお願いいたします。
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